
【長崎県】 

１．事業名：地域特性を活かした都道府県地球温暖化防止活動推進センター事業 

 

２．担当センター名称：長崎県地球温暖化防止活動推進センター 

(ア) 事業担当者：宮崎良 

(イ) 電話番号：０９５－８２８－２８１０（自宅０９５－８２５－６４３０） 

(ウ) ﾌｧｯｸｽ番号：０９５－８２８－０７７１（同上） 

(エ) 電子メール：k-honda@try-net.or.jp 

(オ) ＨＰ担当：森淳子（info@npo-ecan.org） 

 

３．事業の概要（目的） 

  “モニターによる家庭の省エネルギー化の促進モデル実施” 

地域においても、省エネに対する重要度への認識は高まりつつあるものの、家庭における省エネ

対策の実践は個人レベルでの展開が未だ加速されていない。今回県内のモデル地域として、都市近

郊の住宅地（長崎市稲佐小学校区）より、モニターを選出し、センターからの指導、省エネ機器貸

与等により省エネによる二酸化炭素排出量の削減効果を測定する。 

 

４．事業の内容（調査方法等） 

(ア)   モデル地域でのモニター家庭における省エネ実施（２０世帯×1 地域） 

① 省エネ機器（省エネナビ）の貸付に省エネ化の計測 

② センターからの具体的省エネ指導と使用器具（家電他）のチェック 

③ 毎月末の主要 CO２排出量の確認 

(イ) 県内への波及 

実施状況・データをホームページに掲載 

(ウ) データ分析・解析（長崎大学に依頼） 

注）11 月にスタートして、３ヵ月分のデータしか入手できないため、分析等に必要なデータ量

としては不足する可能性がある。 

(エ) 期待される効果 

   活動期間が計画時の１０ヶ月から３ヵ月に極端に短縮されたので、平成１６年度の成果は低

いと考えられるが、１７年度の前半もモニター家庭からのデータを入手することで、平成１７

年度のデータ解析の充実をはかり、平成１７年度末には所期の効果を挙げるようにしたい。 
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５．全体計画の工程表 

平成 16 年度  

16/4        5 6 7 8 9 10 11

〔第 1 年度〕 

1.稲佐地区モニタ選定 

（20 世帯） 

2.省エネ趣旨説明 

3.省エネ機器取付 

4.毎月末 

 ・数値確認 

 ・チャックリスト記入 

 （含省エネＰＲ） 

5.中間データ収集･分析 

6.小工場への省エネＰＲ 

 （ECAN 独自） 

7.チェックリスト集約分析 

8.家電品買い替えＰＲ 

9.省エネ･マニュアル作成 

（含省エネ効果） 

（実体験事例集） 

〔第 2 年度〕 

1.佐世保地区モニタ選定 

 ①～④（20 世帯） 

2.国見町モニタ選定 

 ①～④（20 世帯） 

3.チェックリスト/マニュアル修正 

〔第 3 年度〕 

1.離島よりモニタ選定 

 ①～④（20 世帯） 

2. チェックリスト/マニュアル修正 
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６．平成 17 年度以降の事業予定： 

(ア)   事業内容 

モニタリング及解析、並びに成果の波及法については平成１６年度と同様である。 

(イ) 事業の範囲と将来への展望 

   平成１６年度は長崎市の特定の地域を対象として省エネ活動の推進とモニタリングを実施

したが、平成１７年度は長崎市内のモニタリング地区を拡大し、成果を見極めた後、全県下を

対象とした計画を立て、それを平成１８年度に実施する。 

 

以上 
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